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1. 背景、調査の目的  
2009 年 12 月に策定された「新成長戦略～輝きのある日本へ～」では、日本の強みとして、
環境・エネルギーが挙げられている。地球温暖化への対応は、問題克服に留まらず、それを
産業や雇用の創出にも繋げるという視点からの「グリーン・イノベーション」が各分野で検








































グリーン・イノベーション推進方策は、図 2-1-2 に示す手順で検討を行った。 
 



















今回開催した地域は、図 2-1-3 のとおりである。 
 
Ⓒ 2010 Google- 地 図 デ ー タ  Ⓒ 2010 SK M&C, Mapabc, Geocentre 
Consulting, ZENRIN, Europa Technologies  
 



























期間: 2009.10.23～11.2 (10 日間) 
対象者: 専門家ネットワーク登録者全員、科学技術政策研究所在籍者、客員研究官 
 











































x 促進の主張 「～が必要」など 
x 制限の主張 「～を規制すべき」など 






ために用いたキーワードは表 2-2-1 のとおりである。 






















を図 2-2-1 に示す。 
 











01.住まい オフィス 職場 住まい 都市 街づくり 集中暖房 集
中冷房 冷暖房 家庭 家屋 住宅 ビル 
36 33 4 
02.レンタル・リユー
ス・リサイクル 
リユース リデュース レンタル リース 大量消費 省
エネ機器 リサイクル 効率の悪い機器 再生可能 
29 27 2 1
03.食と農業 農作物 食物 食料 地産地消 農業 食糧 賞味期
限 
10 9 2 
04.森林 木材 家具 森林 山林 植物 植樹 15 13 1 1
05.経営 経営 ビジネス 企業 27 27  1
06.産業 ロジスティクス SCM 在庫 企業 製造 材料 49 47 2 1
07.交通 交通 徒歩 歩き 自転車 公共交通 自動車 道路
ビークル エコカー モーダルシフト 輸送 物流 バス
トラック 自家用車 運輸 運送 
59 48 14 5
08.電力 電力 原子力 発電機 燃料電池 送電 原発 節電 62 54 12 7
09.太陽・風・熱 太陽光 風力 太陽熱 地熱 太陽エネルギー 太陽
電池 自然エネルギー ヒートポンプ 風車 波力発電
蓄電 ＣＯ₂貯留  
78 75 4 6
10.次世代エネルギ
ー 
代替エネルギー 水素 バイオエタノール バイオ燃
料 化石資源 化石燃料 石油 クリーンエネルギー
再生可能エネルギー エネルギー源 新エネルギー 
61 55 5 12
11.見える化 見える化 可視化 モニター 評価 LCA ICT セン
シング 
22 22  
12.人材 教育 啓蒙 人材 啓発 19 19  
13.バイオマス カーボンニュートラル バイオマス 16 15  3
14.法律・税・政策 法律 税 行政 政策 政府 追徴金 45 41 5 1
15.支援策・補助金 助成 資金援助 補助金 支援策 公募 減免 13 13  1
16.報道・周知 報道 メディア 周知 広報 10 10  1
17.制度・システム設
計 
制度設計 システム設計 国家戦略  
10 10 1 

























































































































































































6 6 9 7 15 4 1 2 1 6 3 1
2 2 6 7 14 3 5
2 1 1 1 1 3 1 1 2
3 1 1 4 1 2
25 3 1 1 1 5 1
5 4 7 6 2 1 1 8 1 2
9 9 12 2 3 8 1 1
30 23 6 4 5 1 3
26 2 7 10 4 2 2








めた。キーワードに基づく活動主体の分類は表 2-2-3 の通りである。 
 
表 2-2-3 設問２の分析に用いたキーワードと活動主体分類 
 
活動主体の分類 キーワード 言及（人） 
01.大学 大学 産学 学官 官・学 産・学 官学 126 
02.企業 企業 産学 産官 民間 産・官 産・学 140 
03.研究者 研究者 研究員 21 
04.個人 個人 家庭 49 
05.地方自治体 自治体 地方団体 75 
06.独立行政法人 独立行政法人 独法 5 
07.政府 国 政府 政治 学官 産官 官僚 官・学 産・官 官学 164 
 
また、複数の主体が取り組むべきという回答も多く見られた。５人以上が主張した組み合
わせは表 2-2-4 の通りである。 
 
表 2-2-4 設問２で５人以上の専門家が主張した活動主体の組合せ 
 
組み合わせ 言及（人） 
 大学-企業-政府 38 
 大学-企業-地方自治体-政府 17 
 大学-企業-個人-地方自治体-政府 12 
 企業-政府 9 
 大学-企業-地方自治体 9 
 企業-個人-地方自治体-政府 8 
 個人-政府 8 
 地方自治体-政府 8 
 企業-地方自治体-政府 7 
 大学-政府 7 
 大学-企業 6 
 企業-個人-政府 5 
 大学-企業-研究者-政府 5 
 
設問２の回答に含まれる活動主体を抜き出して、設問１の意味分類とのクロス関係を行っ







































































































































































































まず、生活の場面（図 2-3-1）を例示し、参加者に 2050 年を展望した「地域の暮らしの姿」





































































開催日時：2010 年 3 月 24 日 10：00～17：30 
場所：文部科学省 科学技術政策研究所 会議室（霞が関ビル、30 階 3026 号室） 















































て AHP 法で優先付けを行い、各地域における理想とする将来の社会像を検討した。 
 
 
第１節 青森県七戸町  
七戸町は、人口約１万８千人の自治体であり、2035 年には約１万２千人に減少する（人口






























表 3-1-1 七戸地域の理想とする将来の暮らしの姿（優先付け結果） 
 







る 【16.0 点】  
働きやすく、住みやすく
して、楽しく住める人を
増やす  【13.0 点】  
命の水（きれいな水
が 保 持 さ れ る ）
【14.0 点】  
2  




通が発達している【8.5 点】  
七戸に人が集まる魅力
を増やす 【12.3 点】  
地産地消 【9.3 点】 
七戸の歴史と馬を活かした観
光 サ ー ビ ス が 実 現 し て い る
【8.5 点】  
どこにでも行きやすい




















る）【3.7 点】  
雪やゴミの有効利用を
考 え て 、 逆 手 に と る 
【1.6 点】  
高速移動手段（移動
手段、運搬手段）  
【1.7 点】  
5  
観光ルートを作り
活性化 【2.9 点】  
   
 
 













































表 3-2-1 葛巻地域の理想とする将来の暮らしの姿（優先付け結果） 
 





環境全般 【21.0 点】 
お金に変えられない






が 実 現 す る  【 24.0
点】 
地域にある資源が高収
益 産 業 に な っ て い る
【17.0 点】 
地域で豊かなくらしを











































 グループ A グループ B グループ C グループ D 
7   遊び 【1.9 点】   
 
 













































表 3-3-1 上山地域の理想とする将来の暮らしの姿（優先付け結果） 
 
 グループ A グループ B グループ C グループ D 
1  
上山クアオルトが実現して
い る （ 制 度 設 計 を 含 む ）
【17.0 点】 
住みやすい施設や制度





































整う 【4.6 点】 
生 涯 楽 し く 学 ん で い る
（様々な学びの機会があ
る） 【7.5 点】 
エコな町（エネルギ
ー、３R） 【4.8 点】 
循環型環境の教育
【9.2 点】 




























































表 3-4-1 つくば（研究学園都市）地域の理想とする将来の暮らしの姿（優先付け結果） 
 
 グループ A グループ B グループ C グループ D 
1  Social health policy 
健康社会政策 【17.0
点】  
Compact city plan  
コ ン パ ク ト シ テ ィ 計 画




育 、 労 働  【 10.0
点】  




される 【15.0 点】  
2  Energy 
エ ネ ル ギ ー  【 14.3
点】  
Stress free and health 
social life 
ストレスフリーで健康的な
社会生活 【16.2 点】  
Environment 
環境 【9.3 点】  
Collaborative efforts to 
reduce ＣＯ₂, CFCs, CO, 
City 
温室効果ガス削減連携
都市 【14.3 点】  
3  Life style Education 
Communication 
ライフスタイル・教育・
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 
【7.5 点】  
Clean energy high 
efficiency 
クリーンエネルギー・高効
率 【15.3 点】  
Smart city 
スマートシティ  
【8.0 点】  
Work life balance 
ワークライフバランス  
【10.2 点】  
4  Environmental foods 
recycle and waste 
環境配慮型食品リサ
イ ク ル ・ 廃 棄  【 4.6
点】  
Eco public transportation 
and bicycle   “Give up 
my cars” 
環境配慮型公共交通・自
転車交通  【6.3 点】  
Sport and health
スポーツ・健康  
【1.5 点】  
Education  
( more efficient flexible)
教育（より効率的、柔軟
的） 【6.8 点】  
28 
 
5  Transportation 
Infrastructure 
交通・インフラストラ





教育 【1.7 点】  
 Local, natural, and 
organic food 
地域、自然、有機食品 
【1.8 点】  
 
 














































いて、AHP を用いて優先付けを行った結果、グループ A は「災害に強い街」と「公共サービ




表 3-5-1 名古屋地域の理想とする将来の暮らしの姿（優先付け結果） 
 
 グループ A グループ B グループ C グループ D 
1  
災 害 に 強 い 街  【 21.0
点】  
医 療 の 充 実  【 23.0
点】  
風水緑を活かしたライフ
スタイル 【22.0 点】  
交 通 手 段 の 充 実
【19.0 点】  
2  
公共サービスが充実し
ている 【12.3 点】  
教 育  の 充 実 【 17.0
点】  
市民協働エコ生活都市 
【21.3 点】  
育てる教育  










ば生活 【12.5 点】  
住む・暮らす・介護 






換 【4.6 点】 
かしこい車利用と公共
交通が融合した町  
【7.6 点】  
あそぶ 【1.8 点】  
5  美しい名古屋 【2.0 点】   
快適で低エネルギーな



























4. 勤め先へ 30 分、市内どこでも 15 分以内を実現する公共交通と賢い車利用ができて
いる 























の整備」、グループ B は「多様な人を育てる街」と「安全な街」、グループ C は「原発を中心
とした産業（雇用）」と「安心・安全」が上位１位、２位となった(表 3-6-1)。 
 
表 3-6-1 敦賀地域の理想とする将来の暮らしの姿（優先付け結果） 
 
 グループ A グループ B グループ C 




（雇用） 【6.0 点】  
2  雇用環境の整備 【10.0 点】  安全な街 【22.0 点】  安：安心・安全 【3.3 点】  
3  
コンパクト化した町に三世代が
豊かに暮らす【7.5 点】  
インフラ整備【16.5 点】  
住：都市デザイン／まち  











































宮崎県は、人口約 113 万人であり、2035 年には約 91 万人に減少する（人口構成比では老
年人口は、2035 年までに 35％を超える）と推計されている。県庁所在地である宮崎市は、人















表 3-7-1 宮崎地域の理想とする将来の暮らしの姿（優先付け結果） 
 




食 【23.0 点】 
農村エネルギーの
再掘 【19.0 点】 
健康も仕事も楽にこな




地域 【11.0 点】 
エ リ ア デ ザ イ ン
【17.0 点】 














エコ社会 【8.0 点】 ゼロエミッション農業が実現
している 【5.7 点】 
4 
環境にやさしい公共交通の
整備 【2.2 点】 







いる社会 【1.5 点】 




6  移動 【3.9 点】   
7  自然環境 【3.7 点】   
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沖縄県は、人口約 138 万人であり、2035 年には約 142 万人に増加する（人口構成比では年
少人口が約 13％に減り、老年人口は現在の約 15％前後から 30％弱まで増加する）と推計さ


















表 3-8-1 沖縄地域の理想とする将来の暮らしの姿（優先付け結果） 
 
 グループ A グループ B グループ C グループ D 
1  
幸福を感じる社会 
【17.0 点】  
コミュニティ  
【15.0 点】  
都市と農村をリンクさせる
仕事（医、食、観光がリン






【15.0 点】  
エネルギー  
【8.3 点】  
インターナショナルな沖
縄型教育（地域のやる気
ｕｐ） 【14.0 点】  
様々な自然エネルギーが活
用され、注目されている沖




【7.0 点】  
健康 【7.6 点】  
ハイテク・地域特性型食




ている 【7.3 点】  
4  
仕事－教育サイク
ル 【6.4 点】  
教育  
【7.4 点】  
広域分散配置型燃料フリ
ーな交通網 【7.9 点】  
沖縄の伝統的精神が息づ
いて、その良さが認められ





利用 【1.9 点】  
産業・観光・雇用 
【2.8 点】  
世界に注目される環境テ
ーマパーク（観光）沖縄
【7.7 点】  
家族とか身近な人たちが共
に働けるスタイルが整って
いる 【2.1 点】  
6    
沖縄色の強い持続可能
な住まいと暮らしの実現 





























第４章 総合ワークショップ  
 





















¾ 電気の街として、豊かな電力を活かした魅力あふれるモデル都市になる〈敦賀〉  









































































































































































































































                                                  
10 軽量軌道交通 (Light Rail Transit: LRT) のこと。本来は都市間路線や国際路線など、大型車両を用






















































¾ インフラと自然価値の共存〈葛巻〉  





れた点について、表 4-1-3 に示す。 
 



































































































①  他地域から参考になったと評価された点 
それぞれの地域の特徴を活かした産業・サービスについて、他の地域から参考になったと
評価された点について、表 4-1-4 に示す。 
 















































                                                  












































































流 、 食 物 工 場 、
ICT 12 、コンパクト
シティ、など 










康 維 持 、 教 育 拠
点、など 
青森県七戸町 □● ● □  
岩手県葛巻町 □●  □●  
山形県上山市 □  □● □● 
茨城県つくば市 □● ● □●  
愛 知 県 名 古 屋
市 
  □● □ 
福井県敦賀市 □● □●   
宮崎県 □●  ● □ 
沖縄県 □● ● □●  








                                                  









































































エネルギー変換効率 60%以上の太陽電池（D9：2030 年社会実現） 
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2010 年 2 月 18 日(木)  地域ワークショップ（葛巻） ：岩手県葛巻町 
2010 年 2 月 20 日(土)  地域ワークショップ（七戸） ：青森県七戸町 
2010 年 2 月 21 日(日)  地域ワークショップ（上山） ：山形県上山市 
2010 年 2 月 21 日(日)  地域ワークショップ（敦賀） ：福井県敦賀市 
2010 年 2 月 23 日(月)  地域ワークショップ（つくば） ：茨城県つくば市 
2010 年 2 月 27 日(土)  地域ワークショップ（沖縄） ：沖縄県那覇市 
2010 年 3 月 13 日(土)  地域ワークショップ（名古屋） ：愛知県名古屋市 






氏名 所属 セクター グループ
坪 和昭 七戸町役場 行政 A 
田中 歌織 ― 一般 A 
藤田 成隆 八戸工業大学 大学/研究 A 
杉山 和夫  八戸工業高等専門学校 大学/研究 A 
倉岡 みどり ― 一般 B 
田中 清一 ― 企業 C 
関 秀廣 八戸工業大学 大学/研究 B 
徐 明仿 八戸工業大学 大学/研究 B 
附田 繁志 七戸町役場 行政 C 
新田 純治 ― 一般 C 
花田 一磨 八戸工業大学 大学/研究 C 
佐々木 崇徳 八戸工業大学 大学/研究 C 
浦田 修一 ― 企業 D 
武山 泰 八戸工業大学 大学/研究 D 
田中 哲 八戸大学 大学/研究 D 
 
②岩手県葛巻町 
氏名 所属 セクター グループ
高木 浩一 岩手大学工学部 大学/研究 A 
向川原 孝 くずまき環境パートナーシップ 教育 A 
八幡 勝幸 畜産農家 産業 A 
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氏名 所属 セクター グループ
入月 静子 葛巻町役場 行政 A 
伊藤 幸男 岩手大学農学部 大学/研究 B 
澤 幹信 林家 産業 B 
朽方 良夫 高梨乳業株式会社 産業 B 





黍原 豊 森と風のがっこう 教育 C 
日向 信二 葛巻町役場 行政 C 
志田 一将 有限会社シダ 産業 D 
工藤 彰範 小屋瀬小学校 教育 D 
 
③山形県上山市 
氏名 所属 セクター グループ
杉本 俊之 山形大学大学院理工学研究科 大学/研究 A 
冨士 重人 かみのやま温泉旅館組合 産業 A 
深瀬 幸敏 上山市地球温暖化対策地域協議会 産業 A 
高橋 秀司 十日町景観・まちづくり協議会 産業 A 
高橋 義明 加勢鳥保存会 産業 A 
安原 薫 山形大学大学院理工学研究科 大学/研究 B 
中川 美和 子育てサークルもこもこ 一般 B 
石山 英司 上山市役所 行政 B 
田島 誠一 有限会社田島製作所 産業 B 
木村 純一 ― 産業 B 
佐藤 徳紀 山形大学大学院理工学研究科 大学/研究 C 
斎藤 友貴 ― 一般 C 
神保 諒一 上山南小学校 教育 C 
小松 正和 上山青年会議所 産業 C 
高橋 利洋 高橋フルーツランド 産業 C 
鈴木 みゆき 子育てサークルもこもこ 一般 D 
横山 栄子 上山市観光物産協会 産業 D 
木村 琢也 上山市役所 行政 D 
井上 睦夫 上山まちづくり塾 産業 D 
鏡 吉則 ― 産業 D 
 
④茨城県つくば市（研究学園都市） 
氏名 所属 出身国 グループ
Enrico Traversa 
National Institute for Materials Science 
International center of Materials Nanoarchitections 
イタリア A 
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氏名 所属 出身国 グループ
韓礼元  
(Liyuan Han) 
National Institute for Materials Science 
  Advenced Photovoltaics Center 
中国 A 
王 碧昭  
(Wang Pi-Chao) 
University of Tsukuba 
  Graduate School of Life and Environmental Science
台湾 A 
KAUL Sunil  
National Institute of Advanced Industrial Science and 
Technology 




National Institute for Environmental Studies 




National Institute for Materials Science 




University of Tsukuba 
  Graduate School of Human and Social Sciencer 
中国 B 
Oleg Ryabov 
National Institute of Advanced Industrial Science and 
Technology 




National Institute for Environmental Studies 





National Institute for Environmental Studies 
Center for Global Environmental Research 
ネパール B 
Ajayan Vinu 
National Institute for Materials Science 
International center of Materials Nanoarchitections
インド C 
陳 男  
(Chen Nan) 
University of Tsukuba 




National Institute of Advanced Industrial Science and 
Technology 
  AIST-CNRS Joint Japanese-French Robotics 




National Institute for Environmental Studies 




National Institute for Materials Science 




University of Tsukuba 




National Institute of Advanced Industrial Science and 
Technology 




National Institute for Environmental Studies 




氏名 所属 セクター グループ
大喜多 智子 名古屋市役所 行政 A 
高井 治 名古屋大学大学院工学研究科 大学/研究 A 
石黒 義和 ― 産業 A 
澤田 和成 ― 一般 A 
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氏名 所属 セクター グループ
加藤 淳二 愛知県庁 行政 B 
齋藤 永宏 名古屋大学大学院エコトピア科学研究所 大学/研究 B 
井須 紀文 ― 産業 B 
藤本 大地 ― 一般 B 
稗田 純子 名古屋大学大学院工学研究科 大学/研究 C 
白藤 立 名古屋大学大学院工学研究科 大学/研究 C 
小島 正也 名古屋市役所 行政 C 
チャン・ジェン
シー 
名古屋大学（マックマスター大学・カナダ） 大学/研究 D 
村上 達洋 ― 産業 D 
近藤 絵理子 ― 一般 D 
 
⑥福井県敦賀市 
氏名 所属 セクター グループ
福井 卓雄 福井大学原子力エネルギー安全工学 大学/研究 A 
池田 啓子 敦賀市役所 行政 A 
中川 幸一 日本原子力発電㈱理解促進グループ 産業 A 
徳本 達之 敦賀市私立保育園連絡協議会 市民/教育 A 
吉田 末会子 ハローワークジョブカフェ 行政/産業 A 
仁木 秀明 福井大学原子力エネルギー安全工学 大学/研究 B 
近藤 臣哉 東洋紡績株式会社 産業 B 
高橋 禎子 NPO 法人そうほうセンターさんさん 教育 B 
村井 憲一 社団法人敦賀青年会議所 産業 B 
松村 仁史 福井県庁 行政 B 
玉川 洋一 福井大学原子力エネルギー安全工学 大学/研究 C 
中村 暁 財団法人若狭湾エネルギー研究センター 大学/研究 C 
橋本 善仁 敦賀市役所 行政 C 
篠原 秀和 社団法人敦賀青年会議所 産業 C 
 
⑦宮崎県 
氏名 所属 セクター グループ
西岡 賢祐 宮崎大学工学部 大学/研究 A 
永山 英也 宮崎県庁 行政 A 
松山 茂 宮崎商工会議所 団体 A 
稲津 慎 九州電力株式会社 宮崎支店 産業 A 
冨山 幸子 宮崎県衛生環境研究所 大学/研究 B 
茂田 由紀夫 都農町役場 行政 B 
羽生 宗浩 社団法人宮崎県工業会 産業 B 
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岡田 優希 旭化成株式会社 延岡支社 産業 B 
宮越 信義 高鍋町役場 行政 C 
徳永 幸峰 日南市立細田中学校 教育 C 
詠田 トキ子 NPO 法人みやざきエコの会 一般 C 
池田 信雄 南国興産株式会社 産業 C 
村岡 俊雄 宮崎大宮高等学校 教育 D 
初鹿野 聡 NPO 法人みんなのくらしターミナル 一般 D 
向畑 公俊 財団法人宮崎県産業支援財団 産業 D 
黒田 仁志 宮崎県林業研究グループ協議会 産業 D 
 
⑧沖縄県 
氏名 所属 セクター グループ
瀬名波 出 琉球大学工学部機械システム工学科 大学/研究 A 
比嘉 直人 株式会社沖縄エネテック 産業 A 
福地 敦士 那覇商工会議所 産業 A 
小浜 徹 沖縄県工業連合会企画業務部 産業 A 
神里 良太 株式会社沖縄エネテック 産業 B 
近藤 義和 琉球大学産学官連携機構 大学/研究 B 
佐久本 洋司 ― 行政 B 
松本 宗久 那覇商工会議所 産業 B 
與那 篤史 琉球大学工学部電気電子工学科 大学/研究 C 
仲間 毅 沖縄県工業連合会 産業 C 





東門 麻美 沖縄県庁 行政 C 
玉栄 章宏 有限会社きらら総合企画 産業 D 
米城 智次 中城村商工会 産業 D 
石井 久和 エポック石垣島 産業 D 
兼島 盛吉 海洋深層水研究所 大学/研究 D 
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七戸町は、平成 17 年 3 月 31 日に旧七戸町と旧天間林村と合併した。気候は、年間を通じ変化が激し
く、6、7 月は霧雨を伴ったヤマセ（北東風）の影響で低温状態であり、11 月から 4 月にかけては北西の強
い季節風の影響で曇天、降雪の日が多い。積雪量は地域によりばらつきがあるが、内陸型の豪雪地帯で
ある。土地については、総面積（337.23 ㎢）のうち、約 65％が山林であり、約 23％が農用地である。 
平成 22 年 12 月には東北新幹線の七戸十和田駅の開業に伴い、十和田湖等の観光地へのアクセス・
ポイントとなる。 
2035 年までの人口推計（中位推計）をみると、人口は減少を続け、人口構成比では年少人口（15 歳未



































2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年









D の４つに分けて行った。参加者の属性は、大学（研究）関係 8 名、行政関係 3 名、産業関係 2 名、市民
/教育関係 2 名である。 
開催日時と場所については、下記の通りである。 
 
開催日時：2009 年 2 月 20 日 13:00～17:30 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































各グループで検討した“暮らしの姿”を AHP による優先順位付けした結果を示す。 
グループ A では、「地域エネルギー製造・利用」とするカード群が最も多く 11.0 点となった。次いで「教





グループ C では、「働きやすく、住みやすく、楽しく住める人を増やす」とするカード群で最も多く 13.0
点となった。次いで「七戸に人が集まる魅力を増やす」と、「どこにでも行きやすい七戸にする」とするカー
ド群が同点で 12.3 点となった。 
グループ D では、「いのちの水（きれいな水が保持される）」とするカード群が最も多く 14.0 点となった。




 グループ A グループ B グループ C グループ D 
1 
地域エネルギー製造・











る） 【14.0 点】  




達している【8.5 点】  
七戸に人が集まる魅
力 を 増 や す  【 12.3
点】  
地産地消 【9.3 点】 
七戸の歴史と馬を活か
した観光サービスが実










【4.6 点】  
4 
自 然 に や さ し い 住 環
境・生活環境  
【6.3 点】  
雪を活かした高付加価
値の食品産業が実現し
ている【3.9 点】  
農業をもっとハリのあ
る 仕 事 に し て い く
【11.7 点】  
高速移動手段（移
動手段、運搬手段） 
【1.7 点】  
5 
観光ルートを作り活性
化 【2.9 点】  
小学生から大学生まで
学べる農業、自然教育












































































































































































(オ) 観光－歴史 →「？」。観光・歴史につながる次のコアはないか？。 
 

































(テ) 水、安全な食料の輸出ブランド化 健康に良い農産物の確保 
 

















気候は、冬季には 30cm 程度の積雪（数年に一度、100cm 級の積雪を記録）があり、特に 1、2 月は平
均－4.5℃と低い。土地は、総面積のうち、約 52％が山林であり、田畑・牧場が約 10％である。 
基幹産業は、酪農と林業であり、特に酪農については牛の頭数、牛乳生産量とも東北一となっている。
また、林業については、地場産材を利用した地域林業の確立を目指している。 
産業別の就業人口をみると、1980 年には第一次産業就業者は約 2,700 人、第二次産業就業者は約
1,500 人、第三次産業就業者は約 1,600 人であったが、2005 年には第一次産業就業者が約 1,100 人、






































2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年













開催日時：2009 年 2 月 18 日 13:00～17:30 
開催場所：グリーンステージくずまき （〒028-5402 岩手県岩手郡葛巻町葛巻 5-170-2） 
 
②グループワークの結果 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































各グループで検討した“暮らしの姿”を AHP による優先順位付けした結果を示す。 
グループAでは、「エネルギーの効率利用が行われる」とするカード群が最も多く26.0点となった。次い
で「農業の高付加価値化が実現する」とするカード群が 24.0 点となった。 
グループB では、「環境」とするカード群が最も多く 21.0 点となった。次いで「地域資源が高収益産業に
なっている」とするカード群が 17.0 点となった。 
グループ C では、「お金に変えられない価値を生み出す」と、「地域で豊かなくらしを送る」とするカード
群が同点の 12.0 点となった。 
グループ D では、「葛巻の自然に調和した家と地域」とするカード群が最も多く 21.0 点となった。次いで
「お年寄りが安心して暮らす家が整う」とするカード群が 12.2 点となった。 
 
表  4 葛巻地域における将来の暮らしの姿（グループ別優先順） 
 グループ A グループ B グループ C グループ D 
1 
エネルギーの効率利

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































総面積が 241㎢で、城下町を中心に街が形成され、また、観光資源として 1458 年に開湯された上山温
泉を有している。上山温泉へは、年間に約 100 万人の観光客が訪れている。 
気候は、積雪は他の東北地方の地域と比べ少なく、暴風雨も稀で気候的に恵まれている。 
第一次産業は、稲作を中心に果樹や畜産等を柱にした複合経営が展開されている。農業産出額は、





























の４つに分けて行った。参加者の属性は、大学（研究）関係が 3 名、行政関係が 2 名、産業関係が 11 名
（内訳：建設〈3〉、観光〈2〉、農業〈4〉、商業〈1〉、工業〈1〉）、市民/教育関係が 4 名である。 
開催日時と場所については、下記の通りである。 
 
開催日時：2010 年 2 月 21 日 13:00～17:30 
開催場所：彩花亭時代屋（かみのやま温泉）（〒999-3242 山形県上山市葉山 9-5） 
 
②グループワークの結果 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































各グループで検討した“暮らしの姿”を AHP による優先順位付けした結果を下記に示す。 
グループ A では、「上山クアオルトが実現している（制度設計を含む）」とするカード群が最も多く 17.0
点となった。次いで「温泉を中心にした地域エネルギーが行き渡っている」とするカード群が 12.6 点となっ
た。 
グループ B では、「住みやすい施設や制度がゆきとどいている」とするカード群が最も多く 19.0 点となっ
た。次いで「肉体的にも生活も不安なく暮らしている（不安のない町になっている）」とするカード群が 14.2
点となった。 
グループ C では、「地域を愛する教育」とするカード群が最も多く 19.0 点となった。次いで「地元に根差
した温泉と農作物を利用した潤いのあるまちづくり」とするカード群が 12.2 点となった。 
グループ D では、「地産地消」とするカード群が最も多く 23.0 点となった。次いで「上山の資源を利用し
た独自のライフスタイルの確立」とするカード群が 17.0 点となった。 
 
表  7 上山地域における将来の暮らしの姿（グループ別優先順） 























































































































































































































(ナ) 大学・加速器誘致、産業政策は food →（地域の）人口設計・生活圏 →（評価法は？） 
 



























開催日時：2010 年 2 月 23 日 13:00～17:30 
開催場所：独立行政法人物質・材料研究機構 千現本部 研究居室棟 セミナールーム 
 
②グループワークの結果 
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Invent cars that 
automatically switch off 
the engine when the 
wheels are not in motion
Way for bicycle
Building designed for 
reducing energy use
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sound insulation, so you 
don’t hear your 
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Zero emission house
Less expensive bus at 
high frequency
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Keep enough green 
space (park)
Vertical farming
Saving space, energy 
etc
Shopping centers 
should give garbage 
bags
Reducing waste
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that endanger the 
environment 
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Use of fuel cells at 
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To use solar energy 
system to each house
Building with solar PV, 
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Age discrimination should 
be avoided
University:
New: “Creative classes”, 
“Smart classes” will attract 
and retain the talent reduced 
for the city 
Creating creative 
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consulting work with cities
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各グループで検討した“暮らしの姿”を AHP による優先順位付けした結果を下記に示す。 
グループ A では、「Social health policy（健康社会政策）」とするカード群が最も多く 17.0 点となった。次
いで「Energy（エネルギー）」とするカード群が 14.3 点となった。 
グループ B では、「Compact city plan（コンパクトシティ計画）」とするカード群が最も多く 19.3 点となった。
次いで「Stress free and health social life（ストレスフリーで健康的な社会生活）」とするカード群が 16.2 点と
なった。 
グループ C では、「Commnities, Education,Work（コミュニティ、教育、労働）」とするカード群が最も多く
10.0 点となった。次いで「Environment（環境）」とするカード群が 9.3 点となった。 
グループ D では、「Scientific life style makes it stylish（科学的思考を背景としたライフスタイルが構築さ
れる）」とするカード群が最も多く 15.0 点を集めた。次いで「Collaborative efforts to reduce CO2, CFCｓ, 
CO, City（温室効果ガス削減連携都市）」とするカード群が 14.3 点である。 
 
表  10 つくば（研究学園都市）地域における将来の暮らしの姿（グループ別優先順） 
 グループ A グループ B グループ C グループ D 
1 
Social health policy 
健 康 社 会 政 策 
【17.0 点】  
Compact city plan  
コンパクトシティ計画  




労働 【10.0 点】  
Scientific life style 
makes it stylish 
科学的思考を背景とし
たライフスタイルが構築




 【14.3 点】  
Stress free and health 
social life 
ストレスフリーで健康的
な社会生活 【16.2 点】 
Environment 
環境 【9.3 点】  
Collaborative efforts to 
reduce CO2, CFCs, CO, 
City 
温室効果ガス削減連携
都市 【14.3 点】  
3 




ン 【7.5 点】  
Clean energy high 
efficiency 
クリーンエネルギー・高
効率 【15.3 点】  
Smart city 
スマートシティ  
【8.0 点】  
Work life balance 
ワークライフバランス  
【10.2 点】  
4 
Environmental foods 
recycle and waste 
環境配慮型食品リ
サイクル・廃棄  
【4.6 点】  
Eco public 
transportation and 
bicycle   “Give up my 
cars” 
環境配慮型公共交通・
自転車交通 【6.3 点】  
Sport and health 
スポーツ・健康 
 【1.5 点】  
Education  
( more efficient flexible)
教育（より効率的、柔軟










教育 【1.7 点】  
 Local, natural, and 
organic food 
地域、自然、有機食品 



















































































z 知識労働者の体力増強・リラックスの場としてのクアオルトの活用 ＜←上山＞ 



















【地域 WS における産業・サービス関連の意見】 
¾ Building designed for reducing energy use 
¾ Less expensive bus at high frequency 
¾ Low cost taxi network instead of several cars for each family 










【地域 WS における産業・サービス関連の意見】 
¾ Education Easy access to international school- very competitive and world green problem 













【地域 WS における産業・サービス関連の意見】 
¾ Easy access for non-Japanese citizens to the city’s administration 











高く、輸送機械では全国値の 1.4 倍となっている（名古屋市 HP より）。 
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D の４つに分けて行った。参加者の属性は、大学（研究）関係が 4 名、行政関係が 3 名、産業関係が 3 名、
市民/教育関係が 4 名である。 
開催日時と場所については、下記の通りである。 
 
開催日時：2010 年 3 月 13 日（土）13:00～17:30 














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































各グループで検討した“暮らしの姿”を AHP による優先順位付けした結果を下記に示す。 
グループ A では、「災害に強い街」とするカード群が最も多く 21.0 点となった。次いで「公共サービスが
充実している」とするカード群が 12.3 点となった。 
グループ B では、「医療」とするカード群が最も多く 23.0 点となった。次いで「教育」とするカード群が
17.0 点となった。 
グループ C では、「風水緑を活かしたライフスタイル」とするカード群が最も多く 22.0 点となった。次いで
「市民協働エコ生活都市」とするカード群が 21.3 点となった。 
グループ D では、「交通」とするカード群が最も多く 19.0 点となった。次いで「育てる教育」と、「科学技
術・環境・エネルギー」とするカード群が同点で 10.3 点となった。 
 
表  13 名古屋地域における将来の暮らしの姿（グループ別優先順） 
 グループ A グループ B グループ C グループ D 
1 
災 害 に 強 い 街  【 21.0
点】  
医療 【23.0 点】  
風水緑を活かしたラ
イフスタイル【22.0点】
交通 【19.0 点】  
2 
公共サービスが充実し
ている 【12.3 点】  
教育 【17.0 点】  
市民協働エコ生活都
市 【21.3 点】  






魅力ある街 【8.2 点】  
エネルギー・交通・イン
フラ 【7.3 点】  
癒しと快適のある駅









【7.6 点】  
住む・暮らす・介護 
【4.9 点】  
5 美しい名古屋 【2.0 点】  食料【1.8 点】 
快適で低エネルギー
な生活 【3.0 点】  














































































































































動が行われている。現在、大阪、京都、名古屋といった大都市へのアクセスは 90 分程度である。 
産業については、海産物を利用した食品加工産業が中心で、おぼろ昆布のシェアは全国の 85%を占
める。また、敦賀湾周辺には原子力発電所を中心に多数の発電所が立地している。敦賀市内では、
日本原子力発電の原子発電が 2 基、北陸電力の火力発電が 2 基、日本原子力研究開発機構の高速
増殖炉原型炉である「もんじゅ」、旧新型転換炉原型炉の「ふげん」（廃炉中）が立地している。 
2035 年までの人口推計（中位推計）をみると、人口数は下がり続け、現在と比べ 1 万人ほど減る見通し
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C の 3 つに分けて行った。参加者の属性は、大学（研究）関係が 4 名、行政関係が 3 名、産業関係が 2
名、市民/教育関係が 2 名、青年会議所等団体関係が 3 名である。 
開催日時と場所については、下記の通りである。 
 
開催日時：2010 年 2 月 21 日（日）13:00～17:30 
開催場所：ニューサンピア敦賀 （若狭の間）（福井県敦賀市呉羽町 2番地） 
 
②グループワークの結果 
























































































































































































































































































































































































































































































各グループで検討した“暮らしの姿”を AHP による優先順位付けした結果を下記に示す。 
グループ A では、「電気の街」とするカード群が最も多く 19.0 点となった。次いで「雇用環境の整備」と
するカード群が 10.0 点となった。 
グループ B では、「多様な人を育てる街」とするカード群が最も多く 23.1 点となった。次いで「安全な街」
とするカード群が 22.0 点となった。 




 グループ A グループ B グループ C 
1 電気の街 【19.0 点】  多様な人を育てる街 【23.1 点】
産：原発を中心とした産業
（雇用） 【6.0 点】  
2 雇用環境の整備 【10.0 点】  安全な街 【22.0 点】  安：安心・安全 【3.3 点】  
3 
コンパクト化した町に三世代が
豊かに暮らす【7.5 点】  
インフラ整備【16.5 点】  
住 ： 都 市 デ ザ イ ン ／ ま ち



































































































































(ケ) 電気売って育児・教育 医療、介護費を都市の１０％にすることは出来ないか 
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開催日時：2010 年 3 月 14 日（日）13:00～17:30 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































以下、各グループでの検討結果（KJ 法による結果）及び AHP による優先順位づけの結果を示す。 
グループ A では、「健康でムダのない暮らし」とするカード群が最も多く 13.0 点となった。次いで「人と人
とが支えあう自立した地域」とするカード群が 11.0 点となった。 
グループ B では、「食」とするカード群が最も多く 23.0 点となった。次いで「エリアデザイン」とするカード
群が 17.0 点となった。 
グループ C では、「農村エネルギーの再掘」とするカード群が最も多く 19.0 点となった。次いで「健康ラ
ンド宮崎」とするカード群が 10.3 点となった。 
グループ D では、「健康も仕事も楽にこなせて暮らせる社会」とするカード群が最も多く 12.0 点となった。
次いで「自然と人とが自立共生出来ている社会」とするカード群が 9.3 点となった。 
 
表  19 宮崎地域における将来の暮らしの姿（グループ別優先順） 






















安定性の確保【5.7 点】  
人づくり 【16.3 点】 
人がにぎわう街（スポ
ーツ愛好家など多彩






















6  移動 【3.9 点】   














































































【第一次産業の活性化と NPO との連携】 
z 新３Ｋ農業 


























































(タ) 森林資源（バイオマス）を利用したエネルギー（CO2 固定） 
(チ) エネルギー生産（自給に留まるか、他地域に貢献できるか） 
 

























コールセンターなどが立地しており、約 2 万人の雇用を生み出している。 
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のみならず、周辺島々からも参加者があり、全部で 17 名であった。グループワークは、A～D の４つに分
けて行った。参加者の属性は、大学（研究）関係が 4 名、行政関係が 2 名、産業関係が 5 名、市民/教育
関係が 1 名、商工会議所等団体関係が 5 名である。 
開催日時と場所については、下記の通りである。 
 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































各グループで検討した“暮らしの姿”を AHP による優先順位付けした結果を下記に示す。 
グループ A では、「幸福を感じる社会」とするカード群が最も多く 17.0 点となった。次いで「自然環境の
保全」とするカード群が 15.0 点となった。 
グループ B では、「コミュニティ」とするカード群が最も多く 15.0 点となった。次いで「エネルギー」とする
カード群が 8.3 点となった。 
グループ C では、「都市と農村をリンクさせる仕事（医、食、観光がリンクする）」とするカード群が最も多
く 18.0 点となった。次いで「インターナショナルな沖縄型教育（地域のやる気 Up）」とするカード群が 14.0
点となった。 





 グループ A グループ B グループ C グループ D 
1 
幸福を感じる社会
【17.0 点】  




リンクする） 【18.0 点】 
石油代替エネルギーとし
ての海洋深層水の利用 
【25.0 点】  
2 
自然環境の保全




気ｕｐ） 【14.0 点】  
様々な自然エネルギーが
活用され、注目されてい
る沖縄 【16.2 点】  
3 
省エネ、安全な暮
らし 【7.0 点】  
健康 【7.6 点】  
ハイテク・地域特性型








【6.4 点】  
教育 【7.4 点】  
広域分散配置型燃料フ
リーな交通網 【7.9 点】 
沖縄の伝統的精神が息
づいて、その良さが認め
られている 【4.6 点】  
5 
沖 縄 型 エ ネ ル ギ
ー利用 【1.9 点】 
産 業 ・ 観 光 ・ 雇 用
【2.8 点】  
世界に注目される環境
テーマパーク（観光）沖
縄 【7.7 点】  
家族とか身近な人たちが
共に働けるスタイルが整
っている 【2.1 点】  
6   
沖縄色の強い持続可能
な住まいと暮らしの実













































































































年平均温度 ：23.4℃（那覇市2009） → バイオマスの成長には十分








































































































































































【地域 WS における産業・サービス関連の意見】 
¾ 海に藻場。収穫した藻はバイオマス 














【地域 WS における産業・サービス関連の意見】 

















資料３  総合ワークショップ 
 
開催日時：2010 年 3 月 24 日 10：00-17：30 







講演 1「フィリピンの COMSTE S&T Strategy」 （逐次通訳付） 









13：00-13：05 開会挨拶 （和田智明 文部科学省科学技術政策研究所 所長） 
13：05-13：10 地域ワークショップ結果概要、本日の検討内容についての説明 
13：10-15：10 各地域ワークショップの結果発表 










 ・ 新しい産業・サービス 
 ・ グリーンな要素 












  氏名 所属 地域 
1 藤田 成隆 八戸工業大学 副学長 七戸 
2 附田 繁志 七戸町役場 七戸 
3 坪 和昭 七戸町役場 七戸 
4 高木 浩一 岩手大学工学部 准教授 葛巻 
5 丹内 勉 葛巻町役場 葛巻 
6 杉本 俊之 山形大学大学院理工学研究科 准教授 上山 
7 石山 英司 上山市役所 上山 








筑波大学大学院生命環境科学研究科 教授 つくば 
11 齋藤 永宏 名古屋大学大学院工学研究科 教授 名古屋 
12 加藤 淳二 愛知県庁 名古屋 
13 徳本 達之 敦賀市私立保育園連絡協議会 会長 敦賀 
14 初鹿野 聡 NPO 法人みんなのくらしターミナル 代表理事 宮崎 
15 持永 展孝 宮崎県庁 宮崎 
16 近藤 義和 琉球大学産学官連携機構 教授 沖縄 
17 東門 麻美 沖縄県庁 沖縄 
18 加藤 喜昭 アイシン精機株式会社 常務役員 
デルファイ調査 No.1
分科会 
19 小山 博史 東京大学大学院医学系研究科臨床情報工学分野 教授 
デルファイ調査 No.4
分科会 
20 古賀 総一 東京電力株式会社開発計画部新技術活用推進グループ 
デルファイ調査 No.6
分科会（代理） 
21 斎藤 健一郎 新日本石油株式会社研究開発本部研究開発企画部 
デルファイ調査 No.6
分科会（代理） 





23 亀屋 隆志 横浜国立大学大学院環境情報研究院 准教授 
デルファイ調査 No.8
分科会 










26 山ノ井 利美 日産自動車株式会社技術企画部 部長 
デルファイ調査
No.11 分科会 











（１）「フィリピンの COMSTE S&T Strategy」 























































































































• Ex‐Intel chips designers have banded together to
form an electronics service company in chip design.
• UP Diliman Microelectronics completed its first chip
design using Synopsys tools.
• Emergence of Filipino branded communications and
computer products.
• Ionics EMS is now the first ASEAN manufacturer of
WiMax, wireless broadband access system
components. In addition Ionics, EMS developed a
fully functional cigarette pack computer system that



















































































































































































































































































































































































































































































































・ 文部科学省科学技術政策研究所が実施した「科学技術予測調査」（第 7 回～第 9 回デルファイ調
査） 
・ 経済産業省が実施した「Cool Earth-エネルギー革新技術計画」（平成 20 年） 






































1 原子力 次世代中小型軽水炉（途上国、島嶼諸国ニーズ対応） 発電・送電技術 － ○     A 































宇宙・地球・生命 2029 ○     E 
9 海洋エネルギー 海洋温度差発電 エネルギー・資源 2030 ○     B 
10 海洋エネルギー 海洋温度差発電が実用化される。 資エネ 2022 ○     C 




エネルギー・資源 2018 ○     B 
13 火力発電 中小ガス田向きの天然ガスの海上液化基地（FLNG） 
多彩なエネルギー
技術変革 

































宇宙 2013 ○     C 
15 環境観測・解明 重力測定・測地技術を利用した地熱資源モニタリング技術 
水・食料・鉱物等の
必要資源 











宇宙 2013 ○     C 
18 原子力 中・小型で安全性の高い熱電併給原子炉が開発される。 資エネ 2026 ○     C 
19 原子力 中・小型熱電併給原子炉 エネルギー・資源 2031 ○     B 
20 原子力 中・小型熱電併給原子炉 
多彩なエネルギー
技術変革 








ガスコージェネレーションの導入（業務部門） 民生部門 － ○     D 




































2028 ○     E 
26 省エネ機器・製品 潜熱回収型温水ボイラーの導入 民生部門 － ○     D 
27 省エネ機器・製品 給湯器にエコノマイザーを導入 民生部門 － ○     D 
28 水素 メタンから直接水素を製造する低温触媒プロセス 
ナノテクノロジー・
材料 
2021 ○     B 
29 水素 原子力・太陽熱・地熱等を利用した超高温水素製造技術 
多彩なエネルギー
技術変革 
2033 ○     E 
30 水素 国内の低コスト水素供給を可能とする水素輸送・貯蔵技術 
多彩なエネルギー
技術変革 


















2031 ○     E 
34 水素 太陽光で水を分解する水素生産プロセス 
ナノテクノロジー・
材料 
2022 ○     B 
35 水素 太陽光で水を分解する水素生産プロセス 
多彩なエネルギー
技術変革 
2027 ○     E 

































2031 ○     E 
38 水素 太陽熱を利用した超高温エネルギー用水素生産 エネルギー・資源 2034 ○     B 




発電・送電技術 － ○     A 
41 送配電 ビスマス系高温超電導線・ケーブルの実用化 発電・送電技術 2020 ○     A 
42 送配電 
現在の 275kV CV ケーブルと同等の容量をもつ 66-77kV 超電導
送電ケーブル 






2026 ○     E 
44 送配電 超電導送配電網 
多彩なエネルギー
技術変革 
2035 ○     E 














2026 ○     E 
48 太陽光・太陽熱 
超薄型結晶シリコン・太陽光発電／超高効率薄膜太陽電池（発
電コスト＝火力発電並み 7 円/kWh、変換効率 15～22%） 




























49 太陽光・太陽熱 デンドリマーを活用した人工光合成技術 
ナノテクノロジー・
材料 
2028 ○     B 
50 太陽光・太陽熱 









発電・送電技術 2050 ○     A 






2022 ○     E 
54 太陽光・太陽熱 住宅電力供給用に太陽電池が普及する。 資エネ 2014 ○     C 
55 太陽光・太陽熱 植物同等の効率（1%以上）の人工光合成技術 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測




















































61 太陽光・太陽熱 低コストで変換効率 20%以上の大面積薄膜太陽電池 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測




製造技術 2020 ○     E 
63 太陽光・太陽熱 変換効率 10％以上の熱電発電モジュール 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測
2032 ○     E 
64 太陽光・太陽熱 変換効率 20％以上の大面積アモルファスシリコン太陽電池 
ナノテクノロジー・
材料 




材料 2016 ○     C 
66 太陽光・太陽熱 変換効率 20％以上の大面積薄膜太陽電池 エネルギー・資源 2023 ○     B 
67 太陽光・太陽熱 変換効率 20％以上の大面積薄膜太陽電池 
多彩なエネルギー
技術変革 
2024 ○     E 
68 太陽光・太陽熱 変換効率 20％以上の大面積薄膜太陽電池が実用化される。 資エネ 2015 ○     C 
69 太陽光・太陽熱 変換効率が 50％以上の積層太陽電池が実用化される。 材料 2019 ○     C 
70 太陽光・太陽熱 休閑地への仮説式太陽光発電の導入 産業部門 － ○     D 
71 太陽光・太陽熱 太陽光発電の導入（業務部門） 民生部門 － ○     D 
72 太陽光・太陽熱 太陽光発電の導入（家庭部門） 民生部門 － ○     D 
73 太陽光・太陽熱 太陽熱温水器の導入（業務部門） 民生部門 － ○     D 
74 電力貯蔵 １MW、50kWh 級電力貯蔵用超伝導フライホイール 
多彩なエネルギー
技術変革 






























20 年以上、コスト 1.5 万円/kWh 以下） 
多彩なエネルギー
技術変革 
2026 ○     E 
76 電力貯蔵 
オール電化住宅で、太陽光発電と二次電池の組み合わせによ





2027 ○     E 






2031 ○     E 
79 電力貯蔵 
数 kWh ないし数十 kWh 規模の電力安定度向上用の SMES（超
電導磁気エネルギー貯蔵システム） 
エネルギー・資源 2025 ○     B 
80 電力貯蔵 
数十 kWh 級系統安定化用の SMES（超電導磁気エネルギー貯
蔵システム）（コスト 5～7 万円/kW） 
多彩なエネルギー
技術変革 












資エネ 2026 ○     C 
84 燃料電池 
小型燃料電池の高効率運用や太陽電池の出力安定化などのた
めの低コスト(kW あたり 10 万円程度)の二次電池 






2025 ○     E 




























87 発電技術 発電効率４０％のセラミックスマイクロガスタービン 
多彩なエネルギー
技術変革 
2025 ○     E 













ンプ(冷房 COP が 6)が普及する。 






エネルギー・資源  ○     B 
93 





2030 ○     E 
94 
非 在 来 型 地 下 資
源 
深海底下に存在するメタンハイドレートの採取技術 エネルギー・資源 2032 ○     B 
95 





2032 ○     E 
96 




宇宙・地球・生命 2027 ○     E 





































エネルギー・資源 2022 ○     B 
100 風力発電 風力発電出力予測技術 
多彩なエネルギー
技術変革 
2019 ○     E 










































































































製造技術 2020 ○     E 































































2022 ○     E 





































































2021 ○     E 
136 未利用エネルギー 間欠的に生じる未利用熱エネルギーを効率よく利用する技術 製造技術 2020 ○     E 














2029 ○     E 
140 未利用エネルギー 地表水・海水を熱源とした高効率エネルギー供給技術 
水・食料・鉱物等の
必要資源 






















































2028 ○     E 
145 未利用エネルギー 廃棄物発電の導入 エネルギー転換部門 － ○     D 
146 未利用エネルギー 木質バイオマス（製材工場等の残廃材）の利用 エネルギー転換部門 － ○     D 




エネルギー転換部門 － ○     D 
149 未利用エネルギー 畜産廃棄物のメタン発酵処理によるエネルギー利用 エネルギー転換部門 － ○     D 
150 未利用エネルギー 最終処分上から発生するメタンガスの有効利用 エネルギー転換部門 － ○     D 
151 未利用エネルギー 木質バイオマス（都市の木質廃棄物）の利用（電力） エネルギー転換部門 － ○     D 
152 未利用エネルギー 木質バイオマス（都市の木質廃棄物）の利用（熱利用） エネルギー転換部門 － ○     D 







































2026 ○     E 
156 移動（海上交通） 





2026  ○    E 
157 移動（海上交通） 所要馬力が 20%程度低減する船舶の摩擦抵抗低減技術 
多彩なエネルギー
技術変革 








宅地で 70 デシベル以下）を満たした連続走行が可能となる。 





社会基盤 2019  ○    B 
161 移動（軌道交通） 最高時速 500km 程度の超電導磁気浮上鉄道が実用化される。 交通 2017  ○    C 
162 移動（軌道交通） 最高時速 500km 程度の超電導磁気浮上鉄道の商業運転 社会基盤 2021  ○    B 
163 移動（軌道交通） 燃料電池を搭載した機関（船舶、鉄道） 
多彩なエネルギー
技術変革 









































行速度マッハ 2～2.5、定員 250 人程度） 
社会基盤 2027  ○    B 
167 移動（交通システム） LED 交通信号の導入 民生部門 －  ○    D 
168 移動（交通システム） 公共交通機関の活用（バス路線の整備） 運輸部門 －  ○    D 
169 移動（交通システム） トラック輸送から鉄道へのモーダルシフト 運輸部門 －  ○    D 
170 移動（交通システム） ITS の活用 運輸部門 －  ○    D 
171 移動（交通システム） 公共交通機関の活用（新交通システムの整備） 運輸部門 －  ○    D 




運輸部門   ○    A 


















































資エネ 2018  ○    C 




交通 2013  ○    C 
183 移動（自動車交通）
ディーゼル車の微量粒子状物質の排出を現在の１割程度まで削
減できる技術が実用化される。（平成 11 年度の規制値は 2.5ｔを
超える重量車で 0.25g/kWh（形式当たりの平均値）） 
環境 2011  ○    C 
184 移動（自動車交通） 電気自動車（ガソリン自動車並みのコスト、航続距離 500km） 運輸部門 2030  ○    A 
185 移動（自動車交通） 燃料電池自動車 運輸部門 －  ○    A 







2025  ○    E 

































2022  ○    E 
190 移動（自動車交通） メタノール燃料の使用が普及する。 資エネ 2015  ○    C 
191 移動（自動車交通）
移動体用（車載用など）低コスト二次電池（重量エネルギー密度
























資エネ 2015  ○    C 
196 移動（自動車交通） 希少金属を用いない自動車用の高効率燃料電池 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測













































































社会基盤 2020  ○    B 














































2023  ○    E 























交通 2012  ○    C 
216 移動（自動車交通） 水素を燃料とするエンジン自動車が実用化される。 資エネ 2019  ○    C 
217 移動（自動車交通） 水素を燃料とする自動車エンジン エネルギー・資源 2023  ○    B 




程度、ガソリン乗用車の昭和 53 年規制値は 0．25g/km) 









































環境 2018  ○    C 
222 移動（自動車交通）
日本の幹線道路に ITS（Intelligent Transportation System）が普
及する。 
都市 2013  ○    C 
223 移動（自動車交通） 燃料電池(Fuel Cell)を搭載した、電気自動車が普及する。 交通 2014  ○    C 
224 移動（自動車交通） 燃料電池(Fuel Cell)を搭載した交通機関(自動車、船舶など) 社会基盤 2021  ○    B 











資エネ 2018  ○    C 




2035  ○    E 
229 移動（自動車交通） 目的地を入力すると自動運転で目的地に到達できるシステム エレクトロニクス 2026  ○    B 
230 移動（自動車交通） 低公害車の普及 運輸部門 －  ○    D 



























































































































流通 2014  ○    C 














流通 2014  ○    C 
248 移動（物流） トラック輸送から船舶へのモーダルシフト 運輸部門 －  ○    D 


















































































リサイクル・リユースしやすいような LCA (Life Cycle Assessment)
的概念に基づく製品が普及する。 















































気 N2O 濃度増加の停止 
環境保全・循環型
社会形成 







資エネ 2016  ○    C 
262 環境観測・解明 
我が国の陸域並びに海岸から 20km 以内の近海域において、水
平方向 10km×10km、且つ鉛直方向 2.5km のメッシュにより、雲
量と降水系の結合モデリングの精緻化と常時観測技術が結合し
た防災を目的とする総合的水管理システム 














































































資エネ 2017  ○    C 




環境 2020  ○    B 












































酸化物 0.17(0.08)。試験モードは 10・15M で、数値は１台当たり
の上限値、カッコ内は形式当たりの平均値） 

















































































都市 2016  ○    C 

































































































海地 2014  ○    C 



















































社会基盤 2017  ○    B 
313 グリーン IT 
CPU の省電力化、液体冷却、サーバーの統合・仮想化、空調設
備の電力制御など IT 機器やデータセンターなどのグリーン IT に
よる、大幅な省エネルギー化技術（IT システムに係る電力利用効
率がおよそ 2 倍になる） 
多彩なエネルギー
技術変革 
2020  ○    E 
314 グリーン IT 
省電力ルータ等のネットワーク機器（データ流量に応じてダイナミ
ックに消費電力の最適化） 
民生部門 2015  ○    A 
315 グリーン IT 
高度情報化社会において飛躍的に増大するクライアントからのリ
クエストサービスを、低消費電力かつ高スループット（電力当りの




2022  ○    E 










































社会基盤 2014  ○    B 
319 建築 完全リサイクル型資材を用いた住宅が実用化される。 都市 2015  ○    C 






































































2018  ○    E 




































































































社会基盤 2016  ○    B 





































































都市 2013  ○    C 



































































































































資エネ 2013  ○    C 



































2022  ○    E 
375 社会基盤技術 高効率型嫌気性排水処理の導入 産業部門 －  ○    D 
376 社会基盤技術 超高効率変圧器の導入 民生部門 －  ○    D 
377 社会基盤技術 下水処理施設へのインバータ制御の導入 民生部門 －  ○    D 




























379 社会基盤技術 屋上緑化による冷房電力の削減 民生部門 －  ○    D 
380 社会基盤技術 都市緑化による都市気象の改善効果 民生部門 －  ○    D 
381 社会基盤技術 GHG 排出抑制型下水処理システム 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－  ○    D 
382 社会基盤技術 バイオ・エコエンジニアリングを活用した生活系排水の処理 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 




NIMBY（Not in my backyard ：必要性は認めるが、うちの近くは
お断り）問題に関して、関係者が納得することを目標とする議論
や手続きの方法が確立する 
























































































































































































































環境 2018  ○    B 







































2023  ○    E 
409 循環・リサイクル 高温メタン醗酵技術による生ごみ処理システムが普及する。 材料 2012  ○    C 
410 循環・リサイクル 自動車のリサイクル技術が進んで、廃車のごみ問題が解決する。 交通 2015  ○    C 




流通 2015  ○    C 
413 循環・リサイクル 電子基板からの有用金属（レアメタル）の回収 エネルギー・資源 2013  ○    B 




都市 2014  ○    C 
416 循環・リサイクル 廃車のごみ問題をほぼ完全に解決する自動車のリサイクル技術 社会基盤 2017  ○    B 









CO2 、 CH4 、 N2O
部門 




























420 循環・リサイクル エコセメントの普及（都市ゴミ焼却灰のセメント利用） 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－  ○    D 
421 循環・リサイクル 最終処分場の覆土 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－  ○    D 
422 循環・リサイクル 下水汚染焼却炉の燃焼効率の改善 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－  ○    D 
423 循環・リサイクル 生分解性プラスチックの利用による排出制度対策 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－  ○    D 
424 循環・リサイクル 食品廃棄物リサイクル 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－  ○    D 
425 




資エネ 2014  ○    C 
426 省エネ機器・製品 エレベータの省エネルギー 民生部門 －  ○    D 
427 省エネ機器・製品 上水処理施設へのインバータ制御の導入 民生部門 －  ○    D 
428 省エネ機器・製品 家庭用潜熱回収型給湯器の普及 民生部門 －  ○    D 
































































2025  ○    E 







2026  ○    E 



















































マネジメント 2023  ○    E 




















2022  ○    E 


































































情通 2008  ○    C 

































458 テレワーク等 テレワーク、テレビ会議の普及 運輸部門 －  ○    D 
459 電力貯蔵 
定置用電力貯蔵システム（高性能・長寿命・高安全性・安価な改
良型リチウムイオン電池の開発）（電池寿命 20 年、1kWh 当たり
1.5 万円） 
部門横断的技術 2030  ○    A 
460 電力貯蔵 
数 kWh ないし数十 kWh 規模の電力系統制御用の SMES（超電
導磁気エネルギー貯蔵システム）が実用化される。 















製造 2019  ○    C 




























































































2031  ○    E 
475 農林畜産技術 廃プラスチック（一般廃棄物）の発生抑制 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 









































定格 COP が 5 を超えるヒートポンプ式給湯器（現在市販機は最
高 4.2） 

























環境 2014  ○    C 














































































































































































































































































































































































































2031    ○  E 
528 CCS（地下） 長期監視技術を伴った CO2 の地下貯留技術 
多彩なエネルギー
技術変革 
2028    ○  E 
529 CO2 固定・利用 CO2 を物理的、化学的、生物的に固定し有効活用する技術 
多彩なエネルギー
技術変革 
2032    ○  E 
530 CO2 固定・利用 CO2 削減のための炭素固定材料 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測
2029    ○  E 
531 CO2 固定・利用 
微細藻類等、生物を活用した二酸化炭素固定技術が実用化さ
れる。 





















































































































































































































554 環境観測・解明 メソスケール（10km メッシュ程度）での降雨シミュレーション 環境 2018    ○  B 



























フロンティア 2017    ○  B 




海地 2013    ○  C 
564 環境観測・解明 砂漠化が気候、気象に及ぼす影響が解明される。 環境 2015    ○  C 





































2028    ○  E 
















フロンティア 2021    ○  B 
572 環境観測・解明 
全球の海洋において、外洋では水平方向 20km×20kmの海域ご
と、沿岸では 5km×5km ごとに水面から海底間を 1m 間隔で、深
度、水温、塩分、溶存酸素、栄養塩についてはフルスケールの
0.01%精度、流速ベクトルについては 1cm/sec の精度、pH、全炭
素量についてはフルスケールの 0.1%で 10 年毎に自律観測する
システム 




分の変化を 3 時間ごとにモニターできるシステム 
宇宙・地球・生命 2032    ○  E 
574 環境観測・解明 地球シミュレータ上での、水文(流域水循環)と気象の融合 環境 2021    ○  B 













































2025    ○  E 













2028    ○  E 
583 環境観測・解明 微量環境汚染物質の生体への影響の解明 
IT を駆使した医療
技術 





















































環境 2015    ○  C 











ライフサイエンス 2030    ○  B 



























しないトウモロコシ等の F1 品種が実用化される。 






































































































































































































































農林水産・食品 2020    ○  B 
619 グリーン IT 
データセンター向け省エネ型空調、情報負荷対応型エネルギー
マネジメント、サーバ・電源装置の高効率化 





































































































































































2029    ○  E 
638 生物多様性確保 外来種に関する侵略リスク評価技術の確立 
環境保全・循環型
社会形成 
2023    ○  E 



















2020    ○  E 
643 生物多様性確保 湿地における生態系および生物多様性の再生技術 環境 2021    ○  B 












































2024    ○  E 






































2026    ○  E 

























































































































－    ○  E 
669 農林畜産技術 
光合成の生理・生化学的制御あるいは遺伝子操作等により光合
成システムを改変した C3 作物が開発される。 



































































































農水 2018    ○  C 
685 農林畜産技術 家畜（乳用牛[泌乳牛]）の生産性の向上 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－    ○  D 
686 農林畜産技術 家畜（肉用牛[肥育牛]）の生産性の向上 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－    ○  D 
687 農林畜産技術 家畜ふん尿処理方法の変更 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
































CO2 、 CH4 、 N2O
部門 





CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－    ○  D 
690 農林畜産技術 施肥方法の変更（全面全層施肥から溝状の局所施肥に変更） 
非エネルギー起源
CO2 、 CH4 、 N2O
部門 
－    ○  D 
691 


















2028    ○  E 
694 未利用エネルギー バイオマス発酵・ガス化融合型バイオ燃料・水素の併産プロセス 
多彩なエネルギー
技術変革 
2024    ○  E 
695 未利用エネルギー バイオリファイナリーによるケミカル・エネルギー併産システム 
多彩なエネルギー
技術変革 
2027    ○  E 


















































農水 2015    ○  C 
















2022    ○  E 




















































環境 2022    ○  B 




















環境 2015     ○ C 




環境 2024     ○ B 
717 CCS（海底） 3000m 以深の深海に二酸化炭素を貯留する技術が開発される。 環境 2018     ○ C 




























719 CCS(海底） 二酸化炭素を海底下に固定する技術 フロンティア 2025     ○ B 
720 CCS(海底） 二酸化炭素を海底下に固定する技術が実用化する。 海地 2017     ○ C 
721 CCS（地下） 
CO2 圧入による油層・ガス層・炭層からのエネルギー資源開発、










2024     ○ E 






2027     ○ E 





2027     ○ E 
726 CO2 固定・利用 
火力発電所などから排出される高濃度二酸化炭素を直ちに生物
学的に固定化する技術が実用化される。 
ライフ 2018     ○ C 




資エネ 2020     ○ C 
728 CO2 固定・利用 
気候変動による温室効果ガスの自然的な発生と吸収・固定のメ
カニズムの解明 
環境 －     ○ B 





2026     ○ B 
730 CO2 固定・利用 
光をエネルギー源にして炭酸ガスと水から直接プラスチックを合
成する技術が開発される。 




























731 CO2 固定・利用 地球環境保護に寄与する二酸化炭素固定化触媒 
ナノテクノロジー・
材料 
2023     ○ B 
732 CO2 固定・利用 地球環境保護に必要な二酸化炭素固定化技術が実用化される。 材料 2019     ○ C 
733 CO2 固定・利用 
長期的に安心でき、安全に CO2 を処理できる実用的かつ新規な
技術の芽の発見 
環境 －     ○ B 
734 GHG 代替プロセス 
京都議定書で規制対象に追加された SF6、HFC、PFC の 3 ガス
の代替物質または代替プロセスが普及する。 
環境 2012     ○ C 
735 GHG 代替プロセス 
京都議定書で規制対象に追加された SF6 ガスの代替物質又は
代替プロセスの完成 
環境 2018     ○ B 
736 GHG 代替プロセス 
将来の温暖化をもたらす大気中の寿命が長い温室効果ガスであ
る PFC、HFC、SF6 などの代替化技術 
環境保全・循環型
社会形成 
2024     ○ E 
737 GHG 代替プロセス 
HCFC-22 の生産に伴う副生 HFC-23 の回収処理技術の導入
（EU；副産物としての HFC-23 の熱酸化処理） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
738 GHG 代替プロセス 
家庭用冷蔵庫 HFC の冷媒の代替技術の導入（EU：家庭用冷蔵
庫の HFC 冷媒の単価水素への転換） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
739 GHG 代替プロセス 
電気機械器具の電気絶縁用 SF6 の回収処理技術の導入（EU：
絶縁器からの電気絶縁用 SF6 の回収） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
740 GHG 代替プロセス 
押出発泡ポリスチレンフォームの HFC 発泡剤の代替技術の導入
（EU：スチレンフォームの HFC 発泡剤の CO2 への転換） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
741 GHG 代替プロセス 
カーエアコンの HFC の冷媒の漏洩防止技術の導入（EU：カーエ
アコンの HFC 冷媒の漏洩防止） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
742 GHG 代替プロセス 
噴霧器で使用する HFC の代替技術の導入（EU：噴霧器で使用
する HFC の炭化水素への転換） 




























743 GHG 代替プロセス 
ウレタンフォームの HFC 発泡剤の代替技術の導入（EU：ウレタン
フォームの HFC の発泡剤の炭化水素、水への代替） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
744 GHG 代替プロセス 
カーエアコンの HFC の冷媒の代替技術の導入（EU：カーエアコ
ンの HFC 冷媒の炭化水素への転換） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
745 GHG 代替プロセス 




HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
746 GHG 代替プロセス 家庭用エアコンの HFC 冷媒の回収処理技術の導入 HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
747 GHG 代替プロセス 
家庭用エアコンの HFC 冷媒の漏洩防止技術の導入（EU：エアコ
ン DX の HFC 冷媒の漏洩防止） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
748 GHG 代替プロセス 業務用冷凍空調の HFC 冷媒の回収処理技術の導入 HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
749 GHG 代替プロセス 
業務用冷凍空調機器の HFC 冷媒の漏洩防止技術の導入（EU：
業務用冷凍庫の HFC 冷媒の漏洩防止） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
750 GHG 代替プロセス カーエアコンの HFC 冷媒の回収処理技術の導入 HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
751 GHG 代替プロセス 
ドライエッチング・CVD クリーニング用途における PFC 及び SF6
の回収処理技術の導入（EU：半導体製造における PFC エッチン
グ剤の焼却処理） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
752 GHG 代替プロセス 
業務用冷凍空調機器の HFC 冷媒の代替技術の導入（EU：業務
用冷凍庫の HFC 冷媒の炭化水素、アンモニアへの転換） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
753 GHG 代替プロセス 
家庭用エアコンの HFC の冷媒の代替技術の導入（EU；エアコン
DX の HFC 冷媒の炭化水素への転換） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 




























755 GHG 代替プロセス 
その他の発泡ポリスチレンフォームの HFC 発泡剤の代替技術の
導入（高発泡ポリエチレン、フェノールフォーム） 
HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
756 GHG 代替プロセス 電子部品の PFC 洗浄剤の代替技術の導入（開放系用途） HFC 等 3 ガス部門 －     ○ D 
















社会基盤 2033     ○ B 




2035     ○ E 
763 移動（航空交通） 
現在のジェット機並の速度(マッハ 0．8 程度)で飛行する総重量
1000 トン(ジャンボの 3 倍)クラスの超大型旅客機が開発される。 












































社会基盤 2021     ○ B 






2042     ○ E 


























































































































































































還元技術開発：製鉄プロセスからの CO2 排出量３割削減） 




































































に基づく、製品の LCA 技術 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測











立とそれを用いて、設計した製品の LCA を算出する技術 























































































































































































































































































































































気相法ポリプロピレンプロセスの導入 産業部門 －     ○ D 
842 核融合 核融合発電 
多彩なエネルギー
技術変革 
2045     ○ E 
843 核融合 核融合発電炉 エネルギー・資源 2040     ○ B 
844 核融合 核融合発電炉が開発される。 資エネ 2033     ○ C 
845 核融合 実用経済的な核融合炉用のプラズマ対向材料・耐照射性材料 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測







































発電・送電技術 長期     ○ A 




発電・送電技術 2025     ○ A 








資エネ 2015     ○ C 










資エネ 2019     ○ C 
857 火力発電 石炭の液化技術が普及する。 資エネ 2018     ○ C 































































2026     ○ E 
865 火力発電 コンバインド発電の導入 産業部門 －     ○ D 
































































－     ○ E 
874 環境観測・解明 海洋汚染の世界的規模のモニタリングシステム 環境 2022     ○ B 




環境 2020     ○ C 






















社会基盤 2023     ○ B 
883 環境観測・解明 
全システムが密閉（大気とのやり取りが無い）で可搬型、一回の
燃料補給で 10kw を一年間出力し続けることが可能な燃料電池 































10km の領域で標高 10ｍｍ、かつフリーエア重力 10mgal の精度
で 10 日毎に測定できる高分解能･高頻度観測システム 
宇宙・地球・生命 2033     ○ E 
885 環境観測・解明 
全 地 球 的 凍 結 （ Snowball  Earth ） 、 氷 期 ― 間 氷 期 サ イ ク ル
（Ice-age Cycle）等の地球史的な時間スケールの気候変動シミ
ュレーション 








環境 2017     ○ C 
888 環境観測・解明 
大気の水蒸気含有量・風速ベクトルとそれによって発生する雲量
を、陸域においては水平方向 5km×5km かつ鉛直方向で 1km、
また海域においては同じく 20km×20km×4km の枠で識別できる
全地球観測システム 







2024     ○ E 
890 環境観測・解明 









宇宙・地球・生命 2030     ○ E 






















































発電・送電技術 2025     ○ A 
898 原子力 次世代大型軽水炉（世界標準型） 発電・送電技術 －     ○ A 
899 原子力 
我国の総発電量＊の中で原子力発電が４０％を越える。＊平成
10 年度推定実績は、原子力 36％、LNG25％、石炭 15％、石油
11％、水力 11％ である。 
資エネ 2014     ○ C 




資エネ 2031     ○ C 
902 原子力 高速増殖炉サイクル技術 
多彩なエネルギー
技術変革 
2037     ○ E 
903 原子力 実用経済的な高速増殖炉用の耐照射性材料 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測









































都市 2015     ○ C 
907 原子力 原子力発電利用率の向上 
エネルギー転換部
門 



















2029     ○ E 
912 材料 物質生産のための最小遺伝子セットをもった細胞形成技術 ライフサイエンス 2031     ○ B 
913 材料 分離膜におけるナノポアの完全制御 
ナノテクノロジー・
材料 
2022     ○ B 
914 材料（耐熱合金） 
1200℃の高温(大気)中において 15kgf/mm2(約 150ＭPa)の荷重
に 1000 時間以上耐えられる耐熱合金 
ナノテクノロジー・
材料 
2024     ○ B 


































2030     ○ E 
917 材料（デバイス） 
GaN（窒化ガリウム）デバイス製造（通信、電力変換、航空・宇宙
分野への応用）（4 インチ、ウェーハ転位密度 10^3cm-2） 
部門横断的技術 2030     ○ A 
918 材料（デバイス） 
SiC（炭化ケイ素）デバイス製造（低コスト型大口径・高品質基板
の供給）（6 インチ、ウェーハ転位密度 10^2cm-2） 




民生部門 2022     ○ A 
920 材料（デバイス） ダイヤモンドデバイス（3 インチ、ウェーハ転位密度 10^2cm-2） 部門横断的技術 2020     ○ A 
921 材料（デバイス） 液体窒素温度以上に移転点を持つ高分子超電導材料 
ナノテクノロジー・
材料 
2031     ○ B 
922 材料（デバイス） 常温以上に転移点をもつ超電導体 
ナノテクノロジー・
材料 






























































































































































































































































2024     ○ E 












2022     ○ E 











製造技術 2019     ○ E 











環境 2016     ○ B 
957 省エネ機器・製品 液晶ディスプレイの高効率化（52V 型＝2.7kWh/年・インチ） 民生部門 2012     ○ A 




































情報通信 2020     ○ B 
962 省エネ機器・製品 





2021     ○ E 
963 省エネ機器・製品 低損失型柱上変圧器の導入 
エネルギー転換部
門 
－     ○ D 
964 省エネ機器・製品 内炎式ガステーブルの普及 民生部門 －     ○ D 
965 省エネ機器・製品 自動販売機の省エネルギー 民生部門 －     ○ D 




高 効 率 LED 素 子 ・白 色 LED 用 高 効 率 蛍 光 材 料 の開 発
（200lm/W） 






























































2023     ○ E 
974 水素 
CO2 回収・貯留（CCS）技術との組合せによる化石燃料を原料と
した CO2 フリー水素製造技術 
多彩なエネルギー
技術変革 

































































2033     ○ E 
984 水素 環境に CO2 を排出せずに石炭から水素を製造する技術 エネルギー・資源 2027     ○ B 
985 水素 環境に CO2 を排出せずに石炭から水素を製造する膜分離技術 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測










2021     ○ B 
















資エネ 2022     ○ C 



































環境 2018     ○ C 










交通 2022     ○ C 
998 送配電 日本を含む国際連系電力ネットワークシステム 
多彩なエネルギー
技術変革 
2034     ○ E 
999 その他電力回収 エチレンプラントガスタービン電力回収の導入 産業部門 －     ○ D 
1000 電池 1 個のボタン電池で 1 年間使える低電力パソコンが普及する。 情通 2016     ○ C 




































































2027     ○ E 
1009 燃料電池 溶融炭酸塩形燃料電池による中・大規模発電 エネルギー・資源 2021     ○ B 
1010 
燃 料 電 池 （ 定 置
用） 
１kW 級で 50 万円以下の固体高分子形定置用燃料電池 
多彩なエネルギー
技術変革 
2020     ○ E 
1011 
燃 料 電 池 （ 定 置
用） 
固体高分子形燃料電池（PEFC）（1kW 当たり 40 万円、耐久性 9
万時間、発電効率 36%））：システム価格低減、耐久性向上、発電
効率向上（Pt 代替触媒、電解質膜改良、新規電解質膜開発） 
民生部門 2030     ○ A 
1012 
燃 料 電 池 （ 定 置
用） 
固体酸化物燃料電池（SOFC）（1kW 当たり 100 万円、耐久性 4
万時間、発電効率 40%） 
民生部門 2020     ○ A 
1013 





2017     ○ E 
1014 
燃 料 電 池 （ 定 置
用） 
固体高分子形定置式燃料電池 エネルギー・資源 2017     ○ B 
1015 
燃 料 電 池 （ 定 置
用） 
固体酸化物形定置式燃料電池 エネルギー・資源 2022     ○ B 
1016 



























































資エネ 2022     ○ C 
1023 非在来型地下資源 メタンハイドレートの工業的採掘技術が実用化される。 材料 2019     ○ C 
1024 非在来型地下資源 メタンハイドレートの採掘技術が実用化される。 資エネ 2022     ○ C 
1025 非在来型地下資源 メタンハイドレート採掘利用技術 フロンティア 2025     ○ B 
1026 非在来型地下資源 メタンハイドレート利用技術が実用化される。 海地 2018     ○ C 
1027 非在来型地下資源 経済性のある海水ウランの高効率採取技術 エネルギー・資源 2038     ○ B 













































2028     ○ E 
1032 非在来型地下資源 天然ガス輸送手段としてのメタンハイドレートのハンドリング技術 
多彩なエネルギー
技術変革 






2025     ○ E 
1034 放射性廃棄物 高レベル放射性廃棄物の固化体の処分技術が実用化される。 資エネ 2021     ○ C 
1035 放射性廃棄物 高レベル放射性廃棄物の処分技術が実用化される。 都市 2021     ○ C 




海地 2016     ○ C 
1038 放射性廃棄物 高レベル放射性廃棄物の地層処分技術 エネルギー・資源 2032     ○ B 
1039 放射性廃棄物 高レベル放射性廃棄物の地層処分技術 
多彩なエネルギー
技術変革 










2040     ○ E 
1042 放射性廃棄物 
高レベル放射性廃棄物中の放射性核種を経済的に核変換し
て、放射能を 1/10 にする技術 
物質、材料、ナノシ
ステム、加工、計測

































資エネ 2030     ○ C 
1044 























































































製造 2023     ○ B 
1054 予測技術 在来型資源の究極資源量を予測する技術 エネルギー・資源 2028     ○ B 
1055 予測技術 
生態系と人間の住環境を含む地球大気層の二酸化炭素収支な
らびに水循環変動を目的とした 50 年から 100 年将来のモデリン
グ 






























































世界の二酸化炭素の大気中への排出量が 1990 年の 20％減ま
で低下する。 











－     ○ D 
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